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本日の御報告

• 本日は、以下について御報告させていただく。

1. ローカル系統の混雑管理の暫定措置について

2. 中部エリアにおける系統制約による自然変動電源の出力制御について

3. 系統混雑に関する中長期見通しの算出について

4. 既設オフライン電源の増設時のオンライン化について



１．ローカル系統の混雑管理の暫定措置について
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ローカル系統の混雑管理の暫定措置について

• ローカル系統の混雑管理の開始に向けた各社対応として、一般送配電事業者の「暫定措置等」

により混雑管理が可能であることが確認できたことから、 今後予定されている混雑管理シス

テムの本格運用開始までの間、「暫定措置等」の適用を前提に、 2023年4月からローカル系

統におけるノンファーム型接続の受付を開始した。

• こうした暫定措置等による対応は、ローカル系統のノンファーム型接続による再エネ電源等の

受付を早期に実現するための対応として行うこととされたものである。

• こうした整理の下、実際にローカル系統の混雑の発生が想定された一部のエリアでは、混雑管

理の「暫定措置」による対応を開始、または開始することを予定している。

• その中で、北海道エリアにおいては、管理体制やシステム上の観点から、本格運用開始後の混

雑管理のスキームとは異なる形で、暫定措置を実施することを予定している。このため、今回、

北海道電力ネットワークから、北海道エリアにおける暫定措置の内容について御報告いただく。
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（参考）各社の本格運用開始までの暫定措置について

エリア※3 混雑想定
時期※1

暫定運用
期間※2 制御対象

制御量の
考え方

一定の
順序

通知
タイミング

通知方法 制御手段 見通し公表

本格
運用

ー ー
全NF電源、F火力等、

調整電源

F電源：メリットオーダー
NF電源：発電計画に対し

て一律配分
有

前日、
1+α時間前、

1時間前
HP公表 オンライン制御 前日

北海道 2025年秋頃 2026年度内
高圧以上のNF電源、

調整電源
NF電源、調整電源：最大受
電電力に対して一律配分

無
(調整電源を
先行抑制)

前月20日頃 メール通知 オフライン制御 前月

東北 2026年度以降 2026年度内
全NF電源、F火力等、

調整電源
NF電源：一律停止 有 前日17時 HP公表 オンライン制御

（一部オフライン制御）
前日

東京 2027年度以降 2026年度内 全NF電源
NF電源：発電計画に対し

て一律配分
無

前日、5時間前、
1時間前

HP公表 オンライン制御 前日※4

中部
2025年3月28日

に発生
2025年6月30日

まで
全NF電源 NF電源：一律停止 無 前日17時 メール通知 オフライン制御 前日

中国 2025年秋以降 2028年度内
全NF電源、F火力等、

調整電源

F電源：メリットオーダー
NF電源：発電計画に対し

て一律配分
有 前日17時 HP公表 オンライン制御

（一部オフライン制御）
前日

※１：2025年6月時点での想定であり、NF電源の導入状況によって実際の混雑発生時期は変動することに留意
※２：開発状況によっては変動し得ることに留意
※３：記載のないエリアにおいては、現時点では系統混雑の蓋然性が低い、もしくは混雑想定時期までに本格運用開始が見込まれているため、暫定対応が不要となっている。
※４：前日見通しの公表については、発電契約者向けHPで公表をもって代替
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（参考）ローカル系統の混雑管理の開始に向けた各社対応
（出所）第44回系統ワーキンググループ（2023年2月28日）資料1-1



２．中部エリアにおける系統制約による

自然変動電源の出力制御について
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中部エリアにおける系統制約による自然変動電源の
出力制御について

• 2025年3月28日において、中部電力パワーグリッド管内のローカル系統において、全国初と

なる系統制約による自然変動電源の出力制御※が実施された。

※これまで、東京電力パワーグリッド管内の基幹系統で系統混雑が発生し、再給電方式（一定の順序）に基づき、
調整電源（火力発電所）の出力制御が実施されたものの、系統制約による自然変動電源の出力制御は発生していな
かった。

• また、系統制約による自然変動電源の出力制御が実施された場合、広域機関によりその内容

が適切だったかどうか、事後的に確認することとしており、その確認が実施されている。

• 今回はこれらの概要について、中部電力パワーグリッド及び広域機関から御報告いただく。
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（参考）系統制約による再エネの出力制御の確認
（出所）第46回系統ワーキンググループ（2023年5月29日）資料4
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（参考）事後確認の基本的な考え方
（出所）第48回系統ワーキンググループ（2023年10月16日）資料4
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系統制約による自然変動電源の出力制御への対応について

• 系統混雑の発生は、系統混雑時の出力制御を前提に系統への接続を認めるノンファーム型接

続の導入が進んできた結果とも考えられる。他方、系統制約による自然変動電源の出力制御

を最大限抑制していくことも重要。

• 系統混雑への基本的な対応策である系統増強については、基幹・ローカル系統へのノン

ファーム型接続の導入に合わせて、費用便益評価による増強規律の整理に加えて、混雑緩和

希望者提起によるローカル系統増強プロセス（混雑緩和プロセス）の整備を進めてきた。

• より効率的なローカル系統の整備を実現するため、規制期間中のローカル系統の増強判断方

法等について、引き続き検討を進める。

• また、再エネの導入を拡大させるためには、非混雑系統への電源立地誘導が重要であること

から、事業予見性に資する系統情報の公開の拡充についても、引き続き検討を進める。
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（参考）ローカル系統の増強規律
（出所）第52回系統ワーキンググループ（2024年9月18日）資料2



３．系統混雑に関する中長期見通しの算出について
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系統混雑に関する中長期見通しの算定について

• 発電事業者が事業収益性を適切に評価するためには、系統制約による出力制御の予見可能性

を高めることが重要である。

• 昨年度は、2029年度を対象に8,760hの系統混雑に関する中長期見通しを算出し、第52回系

統ワーキンググループ（2024年9月18日）にその結果を御報告した。

• 今年度についても、次頁にお示しする前提条件のもと、2030年度を対象として系統混雑の

中長期見通しを算出することとする。

• なお、その算出結果については、次回以降に御報告する。
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系統混雑に関する中長期見通しの前提条件
項 目 設定内容

需 要

◼ 算出対象年度に想定される需要を反映することを基本としつつ、算出対象年度末までに運用開始が予定されている特別高圧の需要
家（データセンターや半導体工場など）を新設設備量として考慮。

◼ 基幹系統については、エリア毎の需要実績を基に、算出対象年度の需要想定※1となるよう補正した需要カーブとする。

電
源
構
成

再エネ
地熱・バイオ

◼ 想定設備量は、連系済み電源＋算出対象年度末までに運開予定の契約申込済み電源等※2を基本とする。

◼ 想定発電量は、各一般送配電事業者が公表する算出対象年度の燃種毎の供給実績等から想定した需給抑制なかりせばの利用率
に想定設備量を乗じたものとする。

火 力

◼ 2025年度供給計画にて算出対象年度末までに運用開始を予定している電源および契約申込済の電源を想定（長期計画停止の
電源は非稼働で想定）。

◼ 稼働率、所内率、最低出力、起動費、起動停止時間、燃料費等を燃種単位で設定し、広域メリットオーダーシミュレーションにおける
最適化計算の結果として起動停止も含めて発電出力を算出。

◼ 発電単価は、2025年の発電コスト検証ワーキンググループを参照し、燃種単位で設定。

原子力

◼ 再稼働実績があるか具体的な再稼働時期や再稼働の見通しが示されているユニット計17基について稼働想定。

◼ 設備利用率は、震災前過去30年間の設備平均利用率（72.8%）を設定。

◼ 設備利用率および所内率を考慮した最大出力にて、年間を通してマストラン運転とする。

揚水・蓄電池

◼ 2025年度供給計画にて算出対象年度末までに運用開始を予定している電源および契約申込済の電源を想定。（蓄電池において
は連系実績が少ないことから、契約申込受付済で対象年度末までに連系予定の設備量とする。）

◼ 週間単位で上池水量を4割に戻す条件のもと、広域メリットオーダーシミュレーションにおける最適化計算の結果として揚水（充電）出
力・発電（揚水）出力を算出。（ローカル系統については、上記の結果に基づき出力を設定。）

※1 電力広域的運営推進機関 「2025年度 全国及び供給区域ごとの需要想定について（2025年1月22日）」
※2 高・低圧の場合、対策工事や発電所建設に要する期間が特別高圧に比べて短いため、接続契約申込状況からの見通しよりも、地点の推移より想定することの方が蓋

然性が高いと考えられるため、過去3年間の導入実績の平均値×年数分で加算
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（参考）系統混雑に関する中長期見通しの算出方法
（出所）第50回系統ワーキンググループ（2024年3月11日）資料2
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（参考）基幹・ローカル系統の混雑想定の算出イメージ

（出所）第50回系統ワーキンググループ（2024年3月11日）資料2
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（参考）29年度の中長期見通しの算出結果
（出所）第52回系統ワーキンググループ（2024年9月18日）資料2



４．既設オフライン電源の増設時のオンライン化

について
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既設オフライン電源の増設時のオンライン化について

• これまで増設により増出力する場合、原則として既設部分も含めて増設後の出力制御ルール（需給バランス制約）を

適用することとしているものの、PCS単位で区分可能な場合においては、1受電地点に適用される需給バランス制約

の出力制御ルール（オフライン・オンライン区分）が異なるPCSが混在するケースも存在。

• 他方、PCS単位で発電量の区分ができない場合もある。そうした場合には、増設分だけを特定してオンライン制御す

ることが困難であることから、一律オフライン電源（代理制御の対象）として取扱っている。しかしながら、ノン

ファーム型接続の導入以降、こうした取扱いを認めると、増設分についてノンファーム型で接続を行ったにもかかわ

らず、系統制約による出力制御に対応することができなくなり、系統の安定運用に影響を及ぼす可能性がある。

• このため、ノンファーム型接続の電源間の公平性の観点も踏まえ、 上述の場合には、増設分について、系統制約に

よる出力制御に対応できるよう、既設PCSについてもオンライン化を接続の要件※とすることとしてはどうか。

既設PCS

オフライン制御

受電地点

オンライン制御

ノンファーム接続導入以降の対応
（需給バランス制約＋系統制約）

新設PCS 既設PCS

オフライン制御
⇒オンライン制御化※

受電地点

オンライン制御

新設PCS

発電量の区分が困難な場合
⇒一律オフライン電源とし
て取扱い

発電量の区分が困難な場合
⇒既設PCSのオンライン化
を要件化

ノンファーム接続導入以前の対応
（需給バランス制約のみ）

※既設ファーム分は系統制約による出力制御の対象外
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（参考）ノンファーム型接続における増出力分の取扱い
（出所）電力広域的運営推進機関「系統の接続および利用ルールについて～ノンファーム型接続～」
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（参考）需給制約面で「一律オフライン設備」とみなすケース

「なるほど！グリッド」より

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/grid/08_seisan.html
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